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民事訴訟法115条 1 項 2 号の
適用対象に関する一試論







　第 1 節　民訴法115条 1 項 2 号の制定




　第 2 節　民訴法115条 1 項 2 号の適用範囲
第 5 章　おわりに



































（ 2 ）　兼子・前掲注（ 1 ）159頁、新堂幸司『新民事訴訟法［第 5 版］』291頁（弘文
堂、2011）、高橋・前掲注（ 1 ）250頁、福永有利「第三者の訴訟担当（ 1 ）」法セ





（ 3 ）　松本＝上野・前掲注（ 1 ）261頁〔松本〕。
























　ところで、民訴法115条 1 項 2 号については、同号が訴訟担当の条文で






































からも115条 1 項 2 号の適用を肯定する見解が主張されており
（９）
、“民訴法














訴訟担当概念の比較法的考察と民事訴訟法 115 条 1 項 2 号の
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る必要が生じていると言える。
　そこで、本稿ではまず、民訴法115条 1 項 2 号の適用範囲を明らかにす
る前提として日本とドイツの訴訟担当制度の比較・分析を行う。加えて、





































































































124　　早法 93 巻 1 号（2017）



























　このように、BGB 旧1380条第 1 文の場合は、既判力が妻に及ばないた



















































126　　早法 93 巻 1 号（2017）
属主体への既判力の拡張を問わず


































神戸 9 巻 4 号508頁以下（1960）、10巻 1 号37頁以下（1960）、本間靖規「反射効に
訴訟担当概念の比較法的考察と民事訴訟法 115 条 1 項 2 号の
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わち第三者に既判力が拡張される根拠は、第三者の法的地位が当事者の法



































































































































































































　このように Sinaniotis は、Bettermann の見解を修正する方向で権利帰










　では、Sinaniotis は、相手方の Unzumutbarkeit の基準をどこに求めた
のであろうか。それを明らかにするために、彼は、既判力拡張を明文で認
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（49）　前掲注（ 5 ）及び（ 6 ）参照。ただし学説上は、専ら Sinaniotis のように権




































































































お、 本 文 中 で 挙 げ た BGB432条 や1011条 を 訴 訟 担 当 の 例 と し て 挙 げ た の は、
Rosenberg の教科書の第 1 版（Rosenberg,LehrbuchdesDeutschenZivilprozeßrechts,
1927,S.117）が初めてのようである。この点について、鶴田・前掲注（40）176頁
参照。


















































る 規 定 で あ る。 こ れ に 対 し 遺 産 に 対 す る 権 利 に 関 す る 受 動 訴 訟
（Passivprozess）については、BGB2213条に規定がなされている。同条 1

























































（64）　最判昭31・ 9 ・18民集10巻 9 号1160頁、最判昭43・ 5 ・31民集22巻 5 号1137頁
など。
（65）　新堂・前掲注（ 2 ）295頁、斎藤ほか編著・前掲注（ 2 ）23頁〔斎藤＝大谷＝
小室〕、中野貞一郎ほか編『新民事訴訟法講義［第 2 版補訂 2 版］』152頁〔福永有
利〕（有斐閣、2008）など。
（66）　大判昭14・ 6 ・13新聞4452号12頁。































































（69）　本章第 1 節 2 以下参照。

















か、民訴法115条 1 項 2 号の制定史とわが国の訴訟担当概念の変遷を追い
ながら検討してみたい。
第 1 節　民訴法115条 1 項 2 号の制定
（71）




























































































に、現在では旧201条 2 項（現115条 1 項 2 号）は訴訟担当の場合の既判力
拡張の規定であると解されている。それでは、いかなる過程を経て、旧
201条 2 項ないし現115条 1 項 2 号は第三者の訴訟担当の規定であると解さ
（80）　池田・前掲注（71）66頁。
























、 第 三 者 が 訴 訟 遂 行
4 4

































































































（93）　また、旧201条 2 項制定後、上述のように Prozessstandscahft 概念の理解が論
者によって異なっていたことを考慮すると、同概念をドイツ法から取り入れる際
に、Hellwig が、夫が妻の持参財産に関する訴訟を追行するが妻への既判力拡張を











































































（97）　徳田和幸「株主代表訴訟と会社の訴訟参加」曹時48巻 8 号 9 頁（1996）。





































































論点の検討（ 7 ）」商事法務編『民法（債権関係）部会資料集第 2 集〈第 5 巻〉─
第41回〜第45回会議議事録と部会資料─』341頁（商事法務、2013）、法制審議会
「民法（債権関係）部会第 2 分科会第 3 回会議議事録」（平成24年 5 月15日開催）商
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して民訴法115条 1 項 2 号の適用対象と解することも、訴訟法上考えられる余地も
あろう。
　　このように考えるならば、民法428条が「各債権者」に他の不可分債権者のため
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第 2 節　民訴法115条 1 項 2 号の適用範囲
　以上のような日本型の「並存的訴訟担当」を承認した上で、民訴法115
条 1 項 2 号の適用範囲を整理しつつ検討してみたい。








































































民訴法115条 1 項 2 号により既判力を拡張すべき類型であると解すること
ができる。権利帰属主体の権利を行使するための訴訟で、第三者に訴訟追
（110）　前掲注（91）参照。












































の「当事者適格」概念の機能に含まれる115条 1 項 2 号の作用場面である
とすれば、当該第三者の訴訟追行権の根拠が「訴訟担当」か「固有」のも


















（現115条 1 項 2 号）が訴訟担当の規定であると理解されるに至ったと言え
る。
　他方で、株主代表訴訟や民法改正後の債権者代位訴訟など、権利帰属主





















 （2017年 7 月脱稿）
＊本稿は、平成29年度科研費（若手研究（B）課題番号17K13654）の研究助
成による研究成果の一部である。
